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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】運転者の操舵状況及び車両の加減速度の変化状
況に応じて操舵アシストトルクを好ましく制御する電動
パワーステアリング装置を提供する。
【解決手段】操舵アシストトルクＴaが目標操舵アシス
トトルクＴatになるように制御装置によって操舵アシス
トトルク付与装置を制御する電動パワーステアリング装
置。目標操舵アシストトルクＴatは、運転者の操舵負担
を軽減するための目標基本操舵アシストトルクＴabと、
操舵フィーリングを向上させるための目標減衰トルクＴ
dt及び目標摩擦トルクＴftの少なくとも一方である補助
制御量と、を含む。制御装置は、運転者の操舵操作が能
動操作、受動操作、及び保舵の何れであるかの判定結果
及び運転者の加減速操作が操作量増大操作、操作量低減
操作、及び操作量保持の何れであるかの判定結果に基づ
いて、補助制御量を修正する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両の操舵装置に操舵アシストトルクを付与するアシストトルク付与装置と、目標操舵
アシストトルクを演算し、前記操舵装置に付与される実際の操舵アシストトルクが前記目
標操舵アシストトルクになるように前記アシストトルク付与装置を制御する制御装置と、
を有し、前記目標操舵アシストトルクは、少なくとも操舵トルクに基づいて演算される目
標基本操舵アシストトルクと、少なくとも操舵角速度に基づいて演算される目標減衰トル
ク及び少なくとも操舵角に基づいて演算される目標摩擦トルクの少なくとも一方である補
助制御量と、を含む車両の電動パワーステアリング装置において、
　前記制御装置は、運転者の操舵操作が運転者から前記操舵装置に操舵のエネルギが与え
られる「能動操作」、前記操舵装置から運転者に操舵のエネルギが与えられる「受動操作
」及び前記操舵装置と運転者との間にて操舵のエネルギの授受が行われない「保持」の何
れであるかを判定する第一の判定装置と、前記車両を加減速させるための運転者の加減速
操作が操作量増大操作、操作量低減操作及び操作量保持の何れであるかを判定する第二の
判定装置とを有し、前記第一及び第二の判定装置の判定結果に基づいて、前記補助制御量
を修正する、電動パワーステアリング装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の電動パワーステアリング装置において、運転者の操舵操作はステアリ
ングホイールを回転させることにより行われ、前記第一の判定装置は、操舵角速度と操舵
トルクとの積及び操舵角と操舵トルクの微分値との積の和に基づいて、運転者の操舵操作
が前記能動操作、前記受動操作及び前記保持の何れであるかを判定する、電動パワーステ
アリング装置。
【請求項３】
　請求項１に記載の電動パワーステアリング装置において、運転者の加減速操作はペダル
を操作することにより行われ、前記ペダルを操作することにより行われる加減速操作の量
は、前記ペダルの移動量及び前記ペダルに与えられる操作力のそれぞれの増大に応じて増
大し、前記第二の判定装置は、前記ペダルの移動量の変化速度、前記ペダルに与えられる
操作力の微分値、及び「前記ペダルの移動量の変化速度と前記ペダルに与えられる操作力
との積及び前記ペダルの移動量と前記ペダルに与えられる操作力の微分値との積の和」の
少なくとも一つに基づいて、運転者の加減速操作が前記操作量増大操作、前記操作量低減
操作及び前記操作量保持の何れであるかを判定する、電動パワーステアリング装置。
【請求項４】
　請求項３に記載の電動パワーステアリング装置において、前記ペダルはブレーキペダル
であり、前記制御装置は、運転者の加減速操作が制動操作である状況において、運転者の
操舵操作が前記受動操作及び前記保持の一方であると判定されている場合には、運転者の
制動操作が前記操作量増大操作及び前記操作量保持の一方であると判定されているときに
は、運転者の制動操作が前記操作量低減操作であると判定されているときに比して、前記
補助制御量の大きさを大きくする、電動パワーステアリング装置。
【請求項５】
　請求項３に記載の電動パワーステアリング装置において、前記ペダルはブレーキペダル
であり、前記制御装置は、運転者の加減速操作が制動操作である状況において、運転者の
操舵操作が前記能動操作であると判定され且つ運転者の制動操作が前記操作量増大操作で
あると判定されている場合には、運転者の操舵操作が前記能動操作であると判定され且つ
運転者の制動操作が前記操作量低減操作及び前記制動操作量保持の何れか一方であると判
定されている場合に比して、前記補助制御量の大きさを小さくする、電動パワーステアリ
ング装置。
【請求項６】
　請求項３に記載の電動パワーステアリング装置において、前記ペダルはアクセルペダル
であり、前記制御装置は、運転者の加減速操作が加速操作である状況において、運転者の
加速操作が前記操作量増大操作であると判定されている場合には、運転者の操舵操作が前
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記保持であると判定されているときには、運転者の操舵操作が前記能動操作であると判定
されているときに比して、前記補助制御量の大きさを大きくする、電動パワーステアリン
グ装置。
【請求項７】
　請求項３に記載の電動パワーステアリング装置において、前記補助制御量は前記目標摩
擦トルクを含み、前記ペダルはアクセルペダルであり、前記制御装置は、運転者の加減速
操作が加速操作である状況において、運転者の加速操作が前記操作量増大操作であると判
定されている場合には、運転者の操舵操作が前記受動操作であると判定されているときに
は、運転者の操舵操作が前記受動操作ではないと判定されているときに比して、前記目標
摩擦トルクの大きさを小さくする、電動パワーステアリング装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自動車などの電動パワーステアリング装置に係る。
【背景技術】
【０００２】
　電動パワーステアリング装置は、電動式のパワーステアリングユニットによって操舵装
置に操舵アシストトルクを付与することにより、運転者の操舵負担、即ち運転者がステア
リングホイールを回転操作する際の負担を軽減すると共に、操舵フィーリングを向上させ
る。電動パワーステアリング装置の制御装置は、上記機能を達成するための目標操舵アシ
ストトルクを演算し、実際の操舵アシストトルクが目標操舵アシストトルクになるように
パワーステアリングユニットを制御する。
【０００３】
　目標操舵アシストトルクは運転者の操舵状況を示す操舵トルクなどに基づいて演算され
るが、必要な操舵アシストトルクは車両の走行状況によっても変化する。例えば、下記の
特許文献１には、車両の減速時には前輪の接地荷重が増大し、操舵に必要な力が増大する
ので、ブレーキスイッチがオフからオンになったときには、目標操舵アシストトルクを大
きくするよう構成された電動パワーステアリング装置が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平４－２４４４８２号公報
【発明の概要】
【０００５】
〔発明が解決しようとする課題〕
　一般に、目標操舵アシストトルクは、運転者の操舵負担を軽減するための目標基本操舵
アシストトルクと、操舵フィーリングを向上させるための補助制御量との和である。補助
制御量には、操舵速度に比例する操舵抗力を発生し操舵系の安定性を向上させるための目
標減衰トルク及び操舵のヒステリシスを制御するための目標摩擦トルクが含まれている。
目標基本操舵アシストトルクが増大されると、操舵輪を転舵させ易くなるので、操舵操作
の容易性が向上する。これに対し、目標減衰トルクが増大されると、操舵速度が高いほど
大きくなる操舵抵抗が増大し、目標摩擦トルクが増大されると、操舵のヒステリシスが増
大する。よって、補助制御量が増大されると、操舵輪を転舵させ難くなるので、車両の走
行安定性は向上するが、操舵操作の容易性が低下する。従って、車両の制動時に単純に目
標操舵アシストトルクを大きくすると、目標基本操舵アシストトルクのみならず補助制御
量も増大するため、操舵に必要な力を効果的に低減することはできない。
【０００６】
　また、操舵操作の容易性の向上及び車両の走行安定性の向上の何れが優先されるべきで
あるかは、制動による車両の減速度の変化状況によって異なる。即ち、運転者の制動操作
量が増大され車両の減速度の大きさが増大する過程においては、運転者が積極的に車両の
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進行方向を変化させようとしていなければ、操舵操作の容易性よりも車両の走行安定性の
向上が優先されることが好ましい。これに対し、運転者の制動操作量が低減され車両の減
速度の大きさが低下する過程においては、運転者が車両の進行方向を変え易いことが好ま
しいので、車両の走行安定性よりも操舵操作の容易性の向上が優先されることが好ましい
。なお、操舵操作の容易性の向上及び車両の走行安定性の向上の何れが優先されるべきで
あるかは、車両の加速度の変化状況によっても異なり、運転者の操舵状況によっても異な
る。
【０００７】
　しかるに、上記公開公報に記載された電動パワーステアリング装置のような従来の電動
パワーステアリング装置においては、車両の加減速度の変化状況及び運転者の操舵状況に
応じて目標基本操舵アシストトルク及び補助制御量が増減されるようになってはいない。
そのため、従来の電動パワーステアリング装置によっては、車両の加減速度の変化状況及
び運転者の操舵状況に応じて操舵アシストトルクを好ましく制御することができない。
【０００８】
　本発明の主要な課題は、実際の操舵アシストトルクが目標操舵アシストトルクになるよ
うに制御する電動パワーステアリング装置において、運転者の操舵状況及び車両の加減速
度の変化状況に応じて操舵アシストトルクを好ましく制御することである。
〔課題を解決するための手段及び発明の効果〕
【０００９】
　本発明によれば、車両の操舵装置に操舵アシストトルクを付与するアシストトルク付与
装置と、目標操舵アシストトルクを演算し、前記操舵装置に付与される実際の操舵アシス
トトルクが前記目標操舵アシストトルクになるように前記アシストトルク付与装置を制御
する制御装置と、を有し、前記目標操舵アシストトルクは、少なくとも操舵トルクに基づ
いて演算される目標基本操舵アシストトルクと、少なくとも操舵角速度に基づいて演算さ
れる目標減衰トルク及び少なくとも操舵角に基づいて演算される目標摩擦トルクの少なく
とも一方である補助制御量と、を含む車両の電動パワーステアリング装置が提供される。
【００１０】
　前記制御装置は、運転者の操舵操作が運転者から前記操舵装置に操舵のエネルギが与え
られる「能動操作」、前記操舵装置から運転者に操舵のエネルギが与えられる「受動操作
」及び前記操舵装置と運転者との間にて操舵のエネルギの授受が行われない「保持」の何
れであるかを判定する第一の判定装置と、前記車両を加減速させるための運転者の加減速
操作が操作量増大操作、操作量低減操作及び操作量保持の何れであるかを判定する第二の
判定装置とを有し、前記第一及び第二の判定装置の判定結果に基づいて、前記補助制御量
を修正する。
【００１１】
　上記の構成によれば、第一の判定装置により運転者の操舵操作が能動操作、受動操作、
及び保持の何れであるかが判定され、第二の判定装置により運転者の加減速操作が操作量
増大操作、操作量低減操作、及び操作量保持の何れであるかが判定される。更に、第一及
び第二の判定装置の判定結果に基づいて、目標減衰トルク及び目標摩擦トルクの少なくと
も一方である補助制御量が修正される。よって、運転者の操舵操作が能動操作、受動操作
、及び保持の何れであるか及び運転者の加減速操作が操作量増大操作、操作量低減操作、
及び操作量保持の何れであるかに応じて、目標減衰トルク及び目標摩擦トルクの少なくと
も一方を好ましく制御することができる。従って、運転者の操舵状況及び車両の加減速度
の変化状況に応じて操舵アシストトルクを好ましく制御することができる。
【００１２】
　なお、「能動操作」は、運転者から操舵装置に操舵のエネルギが与えられる操作、即ち
運転者が積極的に過渡的な操舵を行って操舵装置が保有する操舵のエネルギを増大させる
操作である。「受動操作」は、操舵装置から運転者に操舵のエネルギが与えられる操作、
即ち操舵装置が保有する操舵のエネルギが運転者へ伝達され、運転者が消極的に過渡的な
操舵を行う操作である。具体的には、受動操作は、路面からの逆入力により操舵輪が転舵
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され、ステアリングホイールのような操舵入力装置の変位が変化する場合に、その操舵入
力装置の変位の変化を妨げないように運転者が同変位の変化に沿う操舵を行う操作である
。「保持」は、操舵装置と運転者との間にて操舵のエネルギの授受が行われないこと、即
ち運転者が過渡的な操舵を行わず、操舵装置が保有する位置エネルギを変化させないこと
である。具体的には、保持は、操舵入力装置をある操舵操作位置に保持すること（保舵）
又は操舵入力装置を中立位置に維持すること（中立位置維持）である。「操作量保持」は
運転者が車両の加減速度を変化させないこと、即ちブレーキペダルのような加減速入力装
置をある一定の操作位置に保持すること又は非操作位置に維持することである。
【００１３】
　本発明の一つの態様においては、運転者の操舵操作はステアリングホイールを回転させ
ることにより行われ、前記第一の判定装置は、操舵角速度と操舵トルクとの積及び操舵角
と操舵トルクの微分値との積の和に基づいて、運転者の操舵操作が前記能動操作、前記受
動操作、及び前記保持の何れであるかを判定する。
【００１４】
　操舵角速度と操舵トルクとの積に基づく操舵仕事率（以下、「第一の操舵仕事率」と指
称する）は、運転者が過渡的な操舵操作を行う状況において運転者が車両の進行方向を変
更しようとする意思の強さを反映する。一方、操舵角と操舵トルクの微分値との積に基づ
く操舵仕事率（以下、「第二の操舵仕事率」と指称する）は、路面からの逆入力により回
転されるステアリングホイールの回転を許容する運転者の意思の強さを反映する。以上に
ついては、必要ならば本願出願人の出願にかかる国際公開ＷＯ２０１４－０８７５４６を
参照されたい。
【００１５】
　後に詳細に説明するように、操舵角及び操舵トルクは、中立位置に対し一方の方向及び
他方の方向への操舵されるときにそれぞれ正及び負になるとする。第一の操舵仕事率は、
運転者が車両の進行方向を変更しようとする意思の強さが強いほど正の値で、大きさが大
きくなる。他方、第二の操舵仕事率は、路面からの逆入力により回転されるステアリング
ホイールの回転を許容する運転者の意思の強さが強いほど負の値で、大きさが大きくなる
。更に、ステアリングホイールをある操舵操作位置に保持すること又は中立位置に維持す
る場合には、第一及び第二の操舵仕事率は何れも０になる。よって、第一及び第二の操舵
仕事率の和の符号（０を含む）の判定によって、操舵操作が三つの何れの操作であるかを
判定することができる。なお、操舵角速度及び操舵トルクの微分値の符号の組合せによっ
て、操舵操作が切り込みか切り戻しかを判定することができる。
【００１６】
　上記の構成によれば、操舵角速度と操舵トルクとの積及び操舵角と操舵トルクの微分値
との積の和に基づいて、運転者の操舵操作を判定するので、運転者の操舵操作が能動操作
、受動操作、及び保持の何れであるかを判定することができる。
【００１７】
　本発明の他の一つの態様においては、運転者の加減速操作はペダルを操作することによ
り行われ、前記ペダルを操作することにより行われる加減速操作の量は、前記ペダルの移
動量及び前記ペダルに与えられる操作力のそれぞれの増大に応じて増大し、前記第二の判
定装置は、前記ペダルの移動量の変化速度、前記ペダルに与えられる操作力の微分値、及
び「前記ペダルの移動量の変化速度と前記ペダルに与えられる操作力との積及び前記ペダ
ルの移動量と前記ペダルに与えられる操作力の微分値との積の和」の少なくとも一つに基
づいて、運転者の加減速操作が前記操作量増大操作、前記操作量低減操作及び前記操作量
保持の何れであるかを判定する。
【００１８】
　ペダルを操作することにより行われる加減速操作の量は、ペダルの移動量及びペダルに
与えられる操作力の増大に応じて増大する。よって、ペダルの移動量の変化速度及びペダ
ルに与えられる操作力の微分値は、何れも加減速操作の量の増減変化率を表す。ペダルの
移動量の変化速度とペダルに与えられる操作力との積は、上記第一の操舵仕事率に対応す
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る加減速操作についての仕事率である。ペダルの移動量とペダルに与えられる操作力の微
分値との積は、上記第二の操舵仕事率に対応する加減速操作についての仕事率である。よ
って、ペダルの移動量の変化速度とペダルに与えられる操作力との積及びペダルの移動量
とペダルに与えられる操作力の微分値との積の和は、操舵操作の場合と同様に、ペダルを
含む加減速操作系が保有するエネルギの変化を表す。
【００１９】
　ペダルはばねなどによって非操作位置へ戻るよう付勢されている。そのため、一般的に
は、加減速操作系が保有するエネルギが減少するように操作量増大方向へペダルが操作さ
れることもなければ、加減速操作系が保有するエネルギが増大するように操作量低減方向
へペダルが操作されることもない。よって、ペダルの移動量及びペダルに与えられる操作
力はそれらが増大するときに正の値になるとすると、上記積の和が正の値、負の値及び０
であることは、それぞれ能動的に加減速操作量が増大されること、受動的に加減速操作量
が低減されること及び加減速操作量が不変であることを表す。従って、上記積の和が正で
あるか、負であるか、０であるかを判定することにより、運転者の加減速操作が操作量増
大操作、操作量低減操作、及び操作量保持の何れであるかを判定することができる。
【００２０】
　また、ペダルの移動量及びペダルに与えられる操作力はそれらが増大するときに正の値
になるとすると、ペダルの移動量の変化速度及びペダルに与えられる操作力の微分値は、
加減速操作量が増大するときには正の値になり、加減速操作量が減少するときには負の値
になり、加減速操作量が変化しないときには０になる。よって、ペダルの移動量の変化速
度及びペダルに与えられる操作力の微分値の少なくとも一方が正であるか、負であるか、
０であるかを判定することによっても、運転者の加減速操作が上記三つの操作の何れであ
るかを判定することができる。
【００２１】
　上記の構成によれば、第二の判定装置は、ペダルの移動量の変化速度、ペダルに与えら
れる操作力の微分値、及び「ペダルの移動量の変化速度とペダルに与えられる操作力との
積及びペダルの移動量とペダルに与えられる操作力の微分値との積の和」の少なくとも一
つに基づいて、運転者の加減速操作を判定する。よって、運転者の加減速操作が操作量増
大操作、操作量低減操作、及び操作量保持の何れであるかを判定することができる。
【００２２】
　特に、上記第一の操舵仕事率に対応する加減速操作についての仕事率及び上記第二の操
舵仕事率に対応する加減速操作についての仕事率の和は、ペダルの移動量の変化速度及び
ペダルに与えられる操作力の微分値の両者を含んでいる。よって、ペダルの移動量の変化
速度及びペダルに与えられる操作力の微分値の一方に基づいて運転者の加減速操作が判定
される場合に比して、運転者の加減速操作が何れの操作であるかを正確に判定することが
できる。
【００２３】
　更に、本発明の他の一つの態様においては、前記ペダルはブレーキペダルであり、前記
制御装置は、運転者の加減速操作が制動操作である状況において、運転者の操舵操作が前
記受動操作及び前記保持の一方であると判定されている場合には、運転者の制動操作が前
記操作量増大操作及び前記操作量保持の一方であると判定されているときには、運転者の
制動操作が前記操作量低減操作であると判定されているときに比して、前記補助制御量の
大きさを大きくする。
【００２４】
　運転者の加減速操作が制動操作である状況において、運転者の操舵操作が受動操作及び
保持の一方であり、運転者の制動操作が操作量増大操作及び操作量保持の一方である状況
は、運転者が車両の進行方向を積極的に変化させずに車両を減速させようとする状況であ
る。この状況においては、補助制御量の大きさを増大させることにより、操舵輪の舵角の
変化を抑制し、車両の走行安定性を向上させることが好ましい。
【００２５】
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　上記の構成によれば、運転者の操舵操作が受動操作及び保持の一方であると判定されて
いる場合には、運転者の制動操作が操作量増大操作及び操作量保持の一方であると判定さ
れているときには、運転者の制動操作が操作量低減操作であると判定されているときに比
して、補助制御量の大きさが大きくされる。よって、運転者が車両の進行方向を積極的に
変化させずに車両を減速させようとする状況において、操舵輪の舵角の変化を抑制し、車
両の走行安定性を向上させることができる。なお、上記の状況においては、補助制御量の
大きさが大きくされると共に、必要ならば目標基本操舵アシストトルクの大きさが小さく
されてもよい。
【００２６】
　更に、本発明の他の一つの態様においては、前記ペダルはブレーキペダルであり、前記
制御装置は、運転者の加減速操作が制動操作である状況において、運転者の操舵操作が前
記能動操作であると判定され且つ運転者の制動操作が前記操作量増大操作であると判定さ
れている場合には、運転者の操舵操作が前記能動操作であると判定され且つ運転者の制動
操作が前記操作量低減操作及び前記制動操作量保持の何れか一方であると判定されている
場合に比して、前記補助制御量の大きさを小さくする。
【００２７】
　運転者の加減速操作が制動操作である状況において、運転者の操舵操作が能動操作であ
り且つ運転者の制動操作が操作量増大操作である状況は、緊急回避時のように、運転者が
車両の進行方向を積極的に変化させると共に車両を積極的に減速させようとする状況であ
る。この状況においては、補助制御量の大きさを低減することにより、操舵輪の舵角を変
化させ易くすることが好ましい。
【００２８】
　上記の構成によれば、運転者の操舵操作が能動操作であり且つ運転者の制動操作が操作
量増大操作であると判定されている場合には、運転者の操舵操作が能動操作であると判定
され且つ運転者の制動操作が操作量低減操作及び制動操作量保持の何れか一方であると判
定されている場合に比して、補助制御量の大きさが小さくされる。よって、運転者が積極
的に車両の進行方向を変化させると共に車両を積極的に減速させようとする状況において
、操舵輪の舵角の変化を促し、積極的に車両を減速させつつ積極的に車両の進行方向を変
化させたいという運転者の要求を効果的に充足させることができる。なお、上記の状況に
おいては、補助制御量の大きさが小さくされると共に、必要ならば目標基本操舵アシスト
トルクの大きさが大きくされてもよい。
【００２９】
　更に、本発明の他の一つの態様においては、前記ペダルはアクセルペダルであり、前記
制御装置は、運転者の加減速操作が加速操作である状況において、運転者の加速操作が前
記操作量増大操作であると判定されている場合には、運転者の操舵操作が前記保持である
と判定されているときには、運転者の操舵操作が前記能動操作であると判定されていると
きに比して、前記補助制御量の大きさを大きくする。
【００３０】
　運転者の加減速操作が加速操作である状況において、運転者の加速操作が操作量増大操
作であり且つ運転者の操舵操作が保持である状況は、運転者が車両の進行方向を積極的に
変化させることなく車両を積極的に加速させようとする状況である。この状況においては
、補助制御量の大きさを増大させることにより、操舵輪が路面から受ける力及び左右の操
舵輪の駆動力差などによって操舵輪の舵角が変化することを抑制することが好ましい。
【００３１】
　上記の構成によれば、運転者の加速操作が操作量増大操作であると判定されている場合
には、運転者の操舵操作が保持であると判定されているときには、運転者の操舵操作が能
動操作であると判定されているときに比して、補助制御量の大きさが大きくされる。よっ
て、運転者が車両の進行方向を積極的には変化させずに車両を積極的に加速させようとす
る状況において、操舵輪の舵角の変化を抑制し、車両の走行安定性を向上させることがで
きる。即ち、路面からの逆入力及び左右の操舵輪の駆動力差などに起因してステアリング
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ホイールのような操舵入力装置の操作位置が不必要に変化することを抑制することができ
る。
【００３２】
　更に、本発明の他の一つの態様においては、前記補助制御量は前記目標摩擦トルクを含
み、前記ペダルはアクセルペダルであり、前記制御装置は、運転者の加減速操作が加速操
作である状況において、運転者の加速操作が前記操作量増大操作であると判定されている
場合には、運転者の操舵操作が前記受動操作であると判定されているときには、運転者の
操舵操作が前記受動操作ではないと判定されているときに比して、前記目標摩擦トルクの
大きさを小さくする。
【００３３】
　運転者の加減速操作が加速操作である状況において、運転者の加速操作が操作量増大操
作であり且つ運転者の操舵操作が受動操作である状況は、運転者が操舵輪の直進位置への
戻りを許容しつつ車両を積極的に加速させようとする状況である。この状況においては、
摩擦トルクの大きさを低減することにより、操舵輪が直進位置へ戻り易くすることが好ま
しい。
【００３４】
　上記の構成によれば、運転者の加速操作が操作量増大操作であると判定されている場合
には、運転者の操舵操作が受動操作であると判定されているときには、運転者の操舵操作
が能動操作であると判定されているときに比して、目標摩擦トルクの大きさが小さくされ
る。よって、運転者が操舵輪の直進位置への戻りを許容しつつ車両を積極的に加速させよ
うとする状況において、操舵輪を直進位置へ効率的に戻しつつ車両を積極的に加速させた
いという運転者の要求を効果的に充足させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】本発明による電動パワーステアリング制御装置の一つの実施形態を示す概略構成
図である。
【図２】実施形態における操舵アシストトルク制御のメインルーチンを示すフローチャー
トである。
【図３】図２のステップ４０において実行される目標摩擦トルクＴftの演算ルーチンを示
すフローチャートである。
【図４】図３のステップ５０において実行される目標操舵角θtの演算ルーチンを示すフ
ローチャートである。
【図５】図２のステップ１１０において実行される修正係数Ｋab、Ｋdt及びＫftの演算ル
ーチンを示すフローチャートである。
【図６】操舵トルクＴ及び車速Ｖに基づいて、目標基本操舵アシストトルクＴabを演算す
るためのマップである。
【図７】操舵角速度θd及び車速Ｖに基づいて、目標減衰トルクＴdtを演算するためのマ
ップである。
【図８】操舵角θの絶対値及び車速Ｖに基づいて、目標基本摩擦トルクＴfbtを演算する
ためのマップである。
【図９】操舵トルクＴの絶対値に基づいて、トルクゲインＫtを演算するためのマップで
ある。
【図１０】制動操作の終了時に操舵が行われる場合における修正係数Ｋdt及びＫftの変化
を、従来の場合について示すタイムチャートである。
【図１１】制動操作の終了時に操舵が行われる場合における修正係数Ｋdt及びＫftの変化
を、実施形態の場合について示すタイムチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００３６】
　以下に添付の図を参照しつつ、本発明の好ましい実施形態について詳細に説明する。
【００３７】
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　図１は、本発明の実施形態にかかる電動パワーステアリング装置１０を示す概略構成図
である。電動パワーステアリング装置１０は、車両１２に搭載されており、アシストトル
ク付与装置であるパワーステアリングユニット１４と、パワーステアリング制御装置（「
ＥＰＳ制御装置」と略称する）１６とを有している。後に詳細に説明するように、パワー
ステアリングユニット１４は、後述の操舵装置にアシストトルクを付与するアシストトル
ク付与装置として機能する。パワーステアリング制御装置１６は、少なくとも操舵トルク
に基づいて目標操舵アシストトルクを演算し、実際の操舵アシストトルクが目標操舵アシ
ストトルクになるようにパワーステアリングユニット１４を制御する。
【００３８】
　図示の実施形態においては、パワーステアリングユニット１４は、コラムアシスト型の
電動式パワーステアリングユニットとして構成されている。なお、本発明におけるパワー
ステアリングユニットは、操舵アシストトルクを制御し得る限り、例えばラック同軸式の
ラックアシスト型のパワーステアリングユニットのように、他の型式のパワーステアリン
グユニットであってもよい。
【００３９】
　図１に於いて、パワーステアリングユニット１４は操舵装置１８に適用されている。操
舵装置１８は、運転者により操作されるステアリングホイール２０と、ステアリングホイ
ール２０と共に回転するアッパステアリングシャフト２２と、インタミディエットシャフ
ト２４と、操舵機構２６とを含んでいる。インタミディエットシャフト２４は、上端にて
ユニバーサルジョイント２８を介してアッパステアリングシャフト２２の下端に連結され
、下端にてユニバーサルジョイント３０を介して操舵機構２６のピニオンシャフト３２に
連結されている。
【００４０】
　操舵機構２６は、ラック・アンド・ピニオン装置３４と、タイロッド３６Ｌ及び３６Ｒ
とを含み、ラック・アンド・ピニオン装置３４はピニオンシャフト３２の回転をラックバ
ー３８の車両横方向の直線運動に変換し、またこの逆の変換を行う。タイロッド３６Ｌ及
び３６Ｒの内端は、それぞれボールジョイント４０Ｌ及び４０Ｒを介してラックバー３８
の先端に枢着されている。タイロッド３６Ｌ及び３６Ｒの外端は、図には示されていない
が、左右の前輪４２Ｌ及び４２Ｒのキャリアに設けられたナックルアームに枢着されてい
る。
【００４１】
　よって、ステアリングホイール２０の回転変位及び回転トルクは、操舵機構２６などに
より、前輪４２Ｌ及び４２Ｒのキングピン軸（図示せず）の周りの枢動変位及び枢動トル
クに変換されて前輪４２Ｌ及び４２Ｒへ伝達される。また、左右の前輪４２Ｌ及び４２Ｒ
が路面（図示せず）から受けるキングピン軸の周りの枢動変位及び枢動トルクは、操舵機
構２６などにより、ステアリングホイール２０へそれぞれ回転変位及び回転トルクとして
伝達される。
【００４２】
　パワーステアリングユニット１４は、電動機４４及び変換装置４６を含んでいる。図１
には示されていないが、変換装置４６は電動機４４の回転軸に固定されたウオームギヤ及
びアッパステアリングシャフト２２に固定されたウオームホイールを含んでいる。電動機
４４の回転トルクは、変換装置４６によってアッパステアリングシャフト２２の回転トル
クに変換され、操舵アシストトルクとしてアッパステアリングシャフト２２へ伝達される
。よって、パワーステアリングユニット１４は、操舵装置１８のアッパステアリングシャ
フト２２に対し操舵アシストトルクを付与する。
【００４３】
　アッパステアリングシャフト２２には、操舵角センサ４８及びトルクセンサ５０が設け
られている。操舵角センサ４８はステアリングホイール２０の回転角度を操舵角θとして
検出し、トルクセンサ５０はアッパステアリングシャフト２２に与えられるトルクを操舵
トルクＴとして検出する。操舵角θ及び操舵トルクＴを示す信号はＥＰＳ制御装置１６に
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入力される。
【００４４】
　なお、操舵角センサ４８及びトルクセンサ５０は、それぞれ車両が直進状態にあるとき
の値を０とし、左旋回方向へ操舵されるときの値を正として操舵角θ及び操舵トルクＴを
検出する。後述の目標基本操舵アシストトルクＴa、目標操舵角θtなどの演算値も、左旋
回方向の値が正である。
【００４５】
　車両１２には制動装置５２が搭載されている。前輪４２Ｌ、４２Ｒ及び後輪４３Ｌ、４
３Ｒの制動力は、制動装置５２の油圧回路５４によりホイールシリンダ５６FL、５６FR、
５６RL及び５６RR内の圧力、即ち制動圧が制御されることによって制御される。制動装置
５２は、運転者によるブレーキペダル５８の踏み込み操作に応じて駆動されるマスタシリ
ンダ６０を含んでおり、マスタシリンダ６０内の圧力、即ちマスタシリンダ圧力Ｐmは圧
力センサ６２によって検出される。
【００４６】
　ブレーキペダル５８には、ブレーキペダル５８に与えられる踏力Ｆbp及びブレーキペダ
ル５８の踏み込みストロークＳbpを検出する踏力センサ６４及びストロークセンサ６６が
設けられている。それぞれ踏力センサ６４及びストロークセンサ６６により検出された踏
力Ｆbp及び踏み込みストロークＳbpを示す信号は、ＥＰＳ制御装置１６に入力される。
【００４７】
　踏力センサ６４及びストロークセンサ６６は、ブレーキペダル５８が踏み込まれると、
それぞれ踏力Ｆbpを示す信号及び踏み込みストロークＳbpを示す信号を出力する。しかし
、踏力Ｆbp及び踏み込みストロークＳbpがそれぞれＦbp0及びＳbp0（何れも０に近い正の
定数）以下であるときには、ブレーキペダル５８の踏み込みは車輪の制動力の制御に関与
しない。なお、ストロークセンサ６６は、ブレーキペダル５８の踏み込み操作角度を検出
するようになっていてもよい。
【００４８】
　一般に、車両には運転者の制動操作を検出するブレーキランプスイッチが設けられてい
る。しかし、ブレーキランプスイッチは、踏力Ｆbp又はび踏み込みストロークＳbpがそれ
ぞれＦbp0又はＳbp0のような予め設定された値以上にならないと、オフからオンに変化し
ない。これに対し、踏力センサ６４及びストロークセンサ６６は、ブレーキペダル５８が
踏み込まれると、それぞれ踏力Ｆbp及び踏み込みストロークＳbpを示す信号を出力するの
で、ブレーキランプスイッチよりも早期に運転者の制動操作を検出する。
【００４９】
　図１には示されていないが、油圧回路５４はオイルリザーバ、オイルポンプ及び種々の
弁装置などを含んでいる。圧力センサ６２により検出されたマスタシリンダ圧力Ｐmを示
す信号は、ブレーキ制御装置６８へ入力され、各ホイールシリンダの制動圧は通常時には
マスタシリンダ圧力Ｐmに応じてブレーキ制御装置６８によって制御される。また各ホイ
ールシリンダの制動圧は必要に応じてマスタシリンダ圧力Ｐmとは無関係にブレーキ制御
装置６８によって制御される。よって、制動装置５２は運転者の制動操作とは無関係に各
車輪の制動力を個別に制御可能である。
【００５０】
　更に、車両１２には、図には示されていないエンジンを制御するエンジン制動装置７０
及び運転者により踏み込み操作されるアクセルペダル７２が搭載されている。運転者によ
るアクセルペダル７２の踏み込みストロークＳapは、アクセル開度センサ７４によりアク
セル開度Ａccとして検出され、アクセルペダル７２に与えられる踏力Ｆapは、踏力センサ
７６により検出される。アクセル開度Ａccを示す信号及び踏力Ｆapを示す信号は、車速Ｖ
を示す信号と共にＥＰＳ制御装置１６に入力される。
【００５１】
　アクセル開度センサ７４及び踏力センサ７６は、アクセルペダル７２が踏み込まれると
、それぞれアクセル開度Ａccを示す信号及び踏力Ｆapを示す信号を出力する。しかし、ア
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クセル開度Ａcc及び踏力ＦapがそれぞれＡcc0及びＦap0（何れも０に近い正の定数）以下
であるときには、アクセルペダル７２の踏み込みは車両の駆動力の制御に関与しない。な
お、アクセル開度センサ７４は、アクセルペダル７２の踏み込み操作角度を検出するよう
になっていてもよい。
【００５２】
　エンジン制動装置７０は、通常時にはアクセル開度Ａccに応じてエンジンの出力を制御
することにより、駆動輪である前輪４２Ｌ及び４２Ｒの駆動力を制御する。また、エンジ
ン制動装置７０は、必要に応じて、運転者によるアクセルペダル７２の踏み込み操作とは
無関係にエンジンの出力を制御可能である。なお、後輪４３Ｌ及び４３Ｒが駆動輪であっ
てもよく、前輪及び後輪が駆動輪であってもよい。
【００５３】
　制御装置１６、６８及び７０は、それぞれＣＰＵとＲＯＭとＲＡＭと入出力ポート装置
とを有し、これらが双方向性のコモンバスにより互いに接続されたマイクロコンピュータ
を含み、ＲＯＭは後述の制御プログラム、マップなどを記憶していてよい。制御装置１６
、６８及び７０は、必要に応じて相互に必要な信号の授受を行う。
【００５４】
　ＥＰＳ制御装置１６は、図２乃至図５に示されたフローチャートに従って目標操舵アシ
ストトルクＴatを演算し、電動機４４の回転トルクを制御することにより、実際の操舵ア
シストトルクＴaが目標操舵アシストトルクＴatになるように制御する。後に詳細に説明
するように、目標操舵アシストトルクＴatは、運転者の操舵負担を軽減するための目標基
本操舵アシストトルクＴab及び操舵フィーリングを向上させるための補助制御量の和であ
る。補助制御量は、ステアリングホイール２０の回転振動を減衰させるための目標減衰ト
ルクＴdt及び操舵のヒステリシスを制御するための目標摩擦トルクＴftである。
【００５５】
　特に、ＥＰＳ制御装置１６は、後に詳細に説明するように、運転者の運転操作状況に基
づいて、操舵の能動・受動指標値ＩＮs、制動の操作量増減指標値ＩＮb及び駆動の操作量
増減指標値ＩＮdを演算する。ＥＰＳ制御装置１６は、制動中であるときには、指標値Ｉ
Ｎs及びＩＮbに基づいて、それぞれ目標基本操舵アシストトルクＴab、目標減衰トルクＴ
dt及び目標摩擦トルクＴftに対する修正係数Ｋab、Ｋdt及びＫftを演算する。ＥＰＳ制御
装置１６は、駆動中であるときには、指標値ＩＮs及びＩＮdに基づいて、それぞれ目標基
本操舵アシストトルクＴab、目標減衰トルクＴdt及び目標摩擦トルクＴftに対する修正係
数Ｋab、Ｋdt及びＫftを演算する。更に、ＥＰＳ制御装置１６は、それぞれ修正係数Ｋab
、Ｋdt及びＫftが乗算されることにより修正された目標基本操舵アシストトルクＴab、目
標減衰トルクＴdt及び目標摩擦トルクＴftの和として目標操舵アシストトルクＴatを演算
する。
【００５６】
　次に、図２に示されたフローチャートを参照して、ＥＰＳ制御装置１６により実行され
る操舵アシストトルク制御のメインルーチンについて説明する。図２に示されたフローチ
ャートによる制御は、図には示されていないイグニッションスイッチがオンであるときに
、所定の時間毎に繰返し実行される。なお、下記の説明においては、図２乃至図５に示さ
れたフローチャートによる操舵アシストトルク制御を単に「制御」と指称する。
【００５７】
　まず、ステップ１０においては、操舵角センサ７４により検出された操舵角θを示す信
号及びトルクセンサ７６により検出された操舵トルクＴを示す信号などが読み込まれる。
【００５８】
　ステップ２０においては、操舵トルクＴ及び車速Ｖに基づいて、図６に示されたマップ
から、目標基本操舵アシストトルクＴabが演算される。図６に示されているように、目標
基本操舵アシストトルクＴabは、操舵トルクＴの大きさが大きいほど、大きさが大きくな
ると共に、車速Ｖが高いほど、大きさが小さくなるよう、演算される。
【００５９】
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　ステップ３０においては、例えば操舵角θの時間微分値として操舵角速度θdが演算さ
れ、操舵角速度θd及び車速Ｖに基づいて、図７に示されたマップから、補助制御量のう
ちの減衰制御量である目標減衰トルクＴdtが演算される。目標減衰トルクＴdtは、車速Ｖ
が高いほど、大きさが大きくなると共に、操舵角速度θdの大きさが基準値θd0（正の値
）未満のときには、操舵角速度θdの大きさが大きいほど、大きさが大きくなり、操舵角
速度θdの大きさが基準値θd0以上のときには、一定の値になるよう、演算される。なお
、目標減衰トルクＴdtは、操舵角速度θdが正のときには負の値になり、操舵角速度θdが
負のときには正の値になる。
【００６０】
　ステップ４０においては、後に詳細に説明するように、図３及び図４に示されたフロー
チャートに従って、補助制御量のうちの摩擦制御量である目標摩擦トルクＴftが演算され
る。
【００６１】
　ステップ８０においては、操舵トルクＴの時間微分値Ｔdが演算されると共に、下記の
式（１）に従って操舵の能動・受動指標値ＩＮsが演算される。なお、ＩＮsが正の値であ
るときには、操舵操作は能動的な操舵操作であり、ＩＮsが負の値であるときには、操舵
操作は受動的な操舵操作である。ＩＮsが０であるときには、ステアリングホイール２０
が回転されていない状況、即ち、操舵操作は保舵（θ及びＴは０以外で一定）又は中立位
置保持（θ=Ｔ=０）である。
ＩＮs＝θd・Ｔ＋θ・Ｔd　……（１）
【００６２】
　ステップ９０においては、踏み込みストロークＳbp及び踏力Ｆbpの時間微分値Ｓbpd及
びＦbpdが演算されると共に、下記の式（２）に従って制動の操作量増減指標値ＩＮbが演
算される。なお、ＩＮbが正の値であるときには、制動操作は操作量増大操作であり、Ｉ
Ｎbが負の値であるときには、制動操作は操作量低減操作である。ＩＮbが０であるときに
は、ブレーキペダル５８が駆動されていない状況、即ち、制動操作は操作量保持（Ｓbp及
びＦbpは正で一定）又は非制動位置保持（Ｓbp=Ｆbp＝０）である。
ＩＮb＝Ｓbpd・Ｆbp＋Ｓbp・Ｆbpd　……（２）
【００６３】
　ステップ１００においては、アクセル開度Ａcc及び踏力Ｆapの時間微分値Ａccd及びＦa
pdが演算されると共に、下記の式（３）に従って駆動の操作量増減指標値ＩＮdが演算さ
れる。なお、ＩＮdが正の値であるときには、駆動操作は操作量増大操作である。ＩＮdが
負の値であるときには、駆動操作は操作量低減操作である。ＩＮdが０であるときには、
アクセルペダル７２が駆動されていない状況、即ち、駆動操作は操作量保持（Ａcc及びＦ
apは正で一定）又は非駆動位置保持（Ａcc=Ｆap＝０）である。
ＩＮd＝Ａccd・Ｆap＋Ａcc・Ｆapd　……（３）
【００６４】
　ステップ１１０においては、図５に示されたフローチャートに従って、指標値ＩＮs、
ＩＮb及びＩＮdに基づいて、それぞれ目標基本アシストトルクＴab、目標減衰トルクＴdt
及び目標摩擦トルクＴftに対する修正係数Ｋab、Ｋdt及びＫftが演算される。なお、修正
係数Ｋab、Ｋdt及びＫftの標準値Ｋabn、Ｋdtn及びＫftnは、正の定数（例えば１）であ
る。図５に示されたフローチャートに従って行われる修正係数Ｋab、Ｋdt及びＫftの演算
については後述する。
【００６５】
　ステップ１４０においては、目標操舵アシストトルクＴatが、目標基本操舵アシストト
ルクＴab、目標減衰トルクＴdt及び目標摩擦トルクＴftと、修正係数Ｋab、Ｋdt及びＫft
とに基づいて、下記の式（４）に従って演算される。
Ｔat＝Ｋab・Ｔab＋Ｋdt・Ｔdt＋Ｋft・Ｔft　……（４）
【００６６】
　ステップ１５０においては、パワーステアリングユニット１４が付与する実際の操舵ア
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シストトルクＴaが目標操舵アシストトルクＴatになるよう、目標操舵アシストトルクＴa
tに基づいてパワーステアリングユニット１４が制御される。
【００６７】
　次に、図３に示されたフローチャートを参照して、上記ステップ４０に於ける目標摩擦
トルクＴftの演算について説明する。
【００６８】
　まず、ステップ４５においては、操舵角θの絶対値及び車速Ｖに基づいて、図８に示さ
れたマップから、目標基本摩擦トルクＴfbtが演算される。図８に示されているように、
目標基本摩擦トルクＴfbtは、操舵角θの絶対値が大きいほど大きくなると共に、車速Ｖ
が高いほど大きくなるよう演算される。なお、目標基本摩擦トルクＴfbtは、操舵角θの
正負に関係なく常に正の値である。
【００６９】
　図には示されていないが、車速Ｖが中高車速域にあるときには、操舵角θの絶対値が大
きいほどセルフアライニングトルクＴsatが大きくなる。よって、操舵角θの大きさが大
きい領域における保舵力を低減し操舵の安定性を向上させるために、目標基本摩擦トルク
Ｔfbtは操舵角θの大きさが大きいほど大きい値に演算される。また、セルフアライニン
グトルクＴsatは車速Ｖが高いほど大きくなる。よって、車速Ｖが高いほど中高速走行時
に必要な保舵力を低減し操舵の安定性を向上させると共に、低速走行時における操舵抵抗
を低減するために、目標摩擦トルクＴftは車速Ｖが高いほど大きい値に演算される。
【００７０】
　ステップ５０においては、図４に示されたフローチャートに従って、摩擦トルクを制御
するための目標操舵角θtが演算される。なお、図４に示されたフローチャートに従って
行われる目標操舵角θtの演算については後述する。
【００７１】
　ステップ６０においては、操舵角θ及び目標操舵角θtに基づいて、下記の式（５）に
従って目標付加摩擦トルクＴctが演算される。なお、下記の式（５）におけるゲインＫは
、正の値であり、ステップ５０の目標操舵角θtの演算において使用されるゲインＫと同
一である（後述のステップ５３の説明参照）。下記の式（５）から解るように、目標付加
摩擦トルクＴctの符号、即ちその作用方向は、操舵角θ及び目標操舵角θtの大小関係に
よって決定される。
Ｔct＝Ｋ（θt－θ）　…（５）
【００７２】
　ステップ６５においては、操舵トルクＴの絶対値に基づいて、図９に示されたマップか
ら、トルクゲインＫtが演算される。トルクゲインＫtは、操舵トルクＴの絶対値が基準値
Ｔ0（正の値）未満のときには、操舵トルクＴの絶対値が大きいほど０以上で１未満の範
囲にて大きくなり、操舵トルクＴの絶対値が基準値Ｔ0以上のときには、１になるよう、
演算される。
【００７３】
　ステップ７０においては、目標付加摩擦トルクＴctにトルクゲインＫtが乗算されるこ
とにより、目標付加摩擦トルクＴctが補正される。よって、操舵角θ及び車速Ｖが同一で
あっても、目標付加摩擦トルクＴctの大きさは、操舵トルクＴの絶対値が大きいほど大き
くなる。
【００７４】
　ステップ７５においては、補正後の目標付加摩擦トルクＴctがローパスフィルタ処理さ
れることにより、高周波のノイズ成分が除去されたローパスフィルタ処理後の目標付加摩
擦トルクＴctf（目標摩擦トルクＴft）が演算される。ステップ７５が完了すると、制御
は図２に示されたステップ８０へ進む。
【００７５】
　なお、以上のステップ４５～６０及び７５による目標摩擦トルクＴftの演算について、
必要ならば本願出願人の出願にかかる特開２００９－１２６２４４号公報を参照されたい
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。
【００７６】
　次に、図４に示されたフローチャートを参照して、上記ステップ５０における目標操舵
角θtの演算について説明する。
【００７７】
　まず、ステップ５１においては、目標操舵角θtの初期化が完了しているか否かの判別
、即ち、今回が制御の初回であるか否かの判別が行われる。肯定判別が行われたときには
、制御はステップ５３へ進み、否定判別が行われたときには、制御はステップ５２へ進む
。
【００７８】
　ステップ５２においては、目標操舵角θtが現在の操舵角θに設定されることにより、
目標操舵角θtの初期化が行われる。なお、目標操舵角θtの初期値は０であってもよい。
【００７９】
　ステップ５３においては、前回のステップ４０において演算された目標摩擦トルクＴft
とゲインＫとの積Ｔft・Ｋとして、偏差上限値Δが演算される。なお、目標摩擦トルクＴ
ft及びゲインＫは正の値であるので、偏差上限値Δも正の値である。ゲインＫは、操舵系
の剛性などを考慮して決定される任意の固定値であってよい。ただし、ゲインＫが、操舵
系の最も剛性が低い部位（一般的には、アッパステアリングシャフト２２に組み込まれる
トーションバーの部分）の捩じり剛性よりも低い値である場合には、ステアリングホイー
ル２０を回転させても操舵輪の舵角を目標操舵角θtに対応する舵角にすることができな
い。よって、ゲインＫは、操舵系の最も剛性が低い部位の捩じり剛性よりも高い値である
ことが好ましい。
【００８０】
　ステップ５４においては、操舵角θが目標操舵角θtと偏差上限値Δとの和θt＋Δより
も大きいか否かの判別、即ち、目標操舵角θtの低減修正が必要であるか否かの判別が行
われる。否定判別が行われたときには、制御はステップ５６へ進み、肯定判別が行われた
ときには、ステップ５５において目標操舵角θtが操舵角θから偏差上限値Δが減算され
た値θ－Δに修正される。
【００８１】
　ステップ５６おいては、操舵角θが目標操舵角θtと偏差上限値Δとの差θt－Δよりも
小さいか否かの判別、即ち、目標操舵角θtの増大修正が必要であるか否かの判別が行わ
れる。否定判別が行われたときには、制御はステップ６０へ進み、肯定判別が行われたと
きには、制御はステップ５７において目標操舵角θtが操舵角θに偏差上限値Δが加算さ
れた値θ＋Δに修正される。
【００８２】
　なお、以上の目標操舵角θtの演算についても、必要ならば上記特開２００９－１２６
２４４号公報を参照されたい。
【００８３】
　次に、図５に示されたフローチャートを参照して、上記ステップ１１０における修正係
数Ｋab、Ｋdt及びＫftの演算について説明する。
【００８４】
　まず、ステップ１１２においては、ストロークセンサ６６からの信号などに基づいて、
運転者が制動操作を行っているか否かの判別、即ち車両が制動中であるか否かの判別が行
われる。車両が制動中でないと判別されたときには、制御はステップ１２６へ進み、車両
が制動中であると判別されたときには、制御はステップ１１４へ進む。
【００８５】
　ステップ１１４においては、操舵の能動・受動指標値ＩＮsが正の値であるか否かの判
別、即ち操舵操作が能動的な操舵操作であるか否かの判別が行われる。操舵操作が能動的
な操舵操作でないと判別されたときには、制御はステップ１２２へ進み、操舵操作が能動
的な操舵操作であると判別されたときには、制御はステップ１１６へ進む。
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【００８６】
　ステップ１１６においては、制動の操作量増減指標値ＩＮbが正の値であるか否かの判
別、即ち制動操作が操作量増大操作であるか否かの判別が行われる。制動操作が操作量増
大操作でないと判別されたときには、ステップ１１８において修正係数Ｋab、Ｋdt及びＫ
ftがそれぞれ標準値Ｋabn、Ｋdtn及びＫftn（何れも正の定数）に設定される。制動操作
が操作量増大操作であると判別されたときには、ステップ１２０において修正係数Ｋabが
標準値Ｋabnよりも大きい値Ｋabh（正の定数）に設定され、修正係数Ｋdt及びＫftがそれ
ぞれ標準値Ｋdtn及びＫftnよりも小さい値Ｋdtl及びＫftl（何れも正の定数）に設定され
る。なお、ステップ１２０においては、修正係数Ｋabは標準値Ｋabnよりも大きい値Ｋabh
に設定されることが好ましいが、標準値Ｋabnに設定されてもよい。
【００８７】
　ステップ１２２においては、制動の操作量増減指標値ＩＮbが正の値又は０であるか否
かの判別、即ち制動操作が操作量増大操作又は保持（操作量保持又は非制動位置保持）で
あるか否かの判別が行われる。制動操作が操作量低減操作であると判別されたときには、
制御はステップ１１８へ進む。制動操作が操作量増大操作又は保持であると判別されたと
きには、ステップ１２４において修正係数Ｋabが標準値Ｋabnに設定され、修正係数Ｋdt
及びＫftがそれぞれ標準値Ｋdtn及びＫftnよりも大きい値Ｋdth及びＫfth（何れも正の定
数）に設定される。なお、ステップ１２４においては、修正係数Ｋabは標準値Ｋabnより
も小さい値Ｋabl（正の定数）に設定されてもよい。
【００８８】
　以上のステップ１１２～１２４において設定される修正係数Ｋab、Ｋdt及びＫftと、操
舵操作及び制動操作との関係は、下記の表１の通りである。なお、下記の表１において、
制動操作が保持とは、制動操作が保持であると判定される場合であって、制動操作量が正
の値である場合である。制動操作が非制動とは、制動操作が保持であると判定される場合
であって、制動操作量が０の場合である。
【表１】

【００８９】
　ステップ１２６においては、アクセル開度センサ７４からの信号などに基づいて、運転
者が駆動操作を行っているか否かの判別、即ち車両が駆動中であるか否かの判別が行われ
る。車両が駆動中でないと判別されたときには、即ち車両が慣性走行中であると判別され
た時には、制御はステップ１１８へ進み、車両が駆動中であると判別されたときには、制
御はステップ１２８へ進む。
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【００９０】
　ステップ１２８においては、駆動の操作量増減指標値ＩＮdが正の値であるか否かの判
別、即ち駆動操作が操作量増大操作であるか否かの判別が行われる。駆動操作が操作量増
大操作でないと判別されたときには、制御はステップ１１８へ進み、駆動操作が操作量増
大操作であると判別されたときには、制御はステップ１３０へ進む。
【００９１】
　ステップ１３０においては、操舵の能動・受動指標値ＩＮsが０であるか否かの判別に
より、操舵操作が保持、即ち保舵又は中立位置保持であるか否かの判別が行われる。舵操
作が保舵又は中立位置保持であると判別されたときには、制御はステップ１２４へ進み、
舵操作が保舵又は中立位置保持でないと判別されたときには、制御はステップ１３２へ進
む。
【００９２】
　ステップ１３２においては、操舵の能動・受動指標値ＩＮsが負の値であるか否かの判
別、即ち操舵操作が受動操作であるか否かの判別が行われる。操舵操作が受動操作でない
と判別されたときには、制御はステップ１１８へ進む。操舵操作が受動操作であると判別
されたときには、ステップ１３４において修正係数Ｋab及びＫdtがそれぞれ標準値Ｋabn
及びＫdtnに設定され、修正係数Ｋftが標準値Ｋftnよりも小さい値Ｋftlに設定される。
【００９３】
　以上のステップ１２４～１３４において設定される修正係数Ｋab、Ｋdt及びＫftと、操
舵操作及び駆動操作との関係は、下記の表２の通りである。なお、下記の表２において、
駆動操作が保持とは、駆動操作が保持であると判定される場合であって、駆動操作量が正
の値である場合である。駆動操作が非駆動とは、駆動操作が保持であると判定される場合
であって、駆動操作量が０の場合である。
【表２】

【００９４】
　以上の説明から解るように、ステップ２０～４０において、それぞれ目標基本操舵アシ
ストトルクＴab、目標減衰トルクＴdt及び目標摩擦トルクＴftが演算される。ステップ８
０～１００において、それぞれ操舵の能動・受動指標値ＩＮs、制動の操作量増減指標値
ＩＮb及び駆動の操作量増減指標値ＩＮdが演算される。ステップ１１０において、指標値
ＩＮs、ＩＮb及びＩＮdに基づいて、それぞれ目標基本操舵アシストトルクＴab、目標減
衰トルクＴdt及び目標摩擦トルクＴftに対する修正係数Ｋab、Ｋdt及びＫftがそれぞれ演
算される。
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【００９５】
　ステップ１４０において、修正係数Ｋabと目標基本操舵アシストトルクＴabとの積、修
正係数Ｋdtと目標減衰トルクＴdtとの積、及び、修正係数Ｋftと目標摩擦トルクＴftとの
積、の和として、目標操舵アシストトルクＴatが演算される。更に、ステップ１５０にお
いて、パワーステアリングユニット１４の実際の操舵アシストトルクＴaが目標操舵アシ
ストトルクＴatになるように、目標操舵アシストトルクＴatに基づいてパワーステアリン
グユニット１４が制御される。
【００９６】
　次に、＜Ａ．運転者により制動操作が行われている場合＞及び＜Ｂ．運転者により駆動
操作が行われている場合＞に分けて、運転者の種々の操舵操作の状況について、実施形態
における操舵アシストトルクの制御を説明する。なお、下記のＡ－１～Ａ－３及びＢ－１
～Ｂ－３の何れの場合にも、図２に示されたフローチャートのステップ１１０以外のステ
ップは同様に実行される。
【００９７】
　＜Ａ．運転者により制動操作が行われている場合＞
　＜Ａ－１．操舵操作が能動操作であり、制動操作量が増大する場合＞
　ステップ１１２～１１６において、それぞれ肯定判別が行われる。ステップ１２０にお
いて修正係数Ｋabが標準値Ｋabnよりも大きい値Ｋabhに設定され、修正係数Ｋdtが標準値
Ｋdtnよりも小さい値Ｋdtlに設定され、修正係数Ｋftが標準値Ｋftnよりも小さい値Ｋftl
に設定される。
【００９８】
　「操舵操作が能動操作であり、制動操作量が増大する場合」とは、例えば緊急回避運転
時のように、運転者が車両を減速させつつ車両の進行方向を積極的に変更しようとする場
合である。上記修正係数の設定によれば、目標基本操舵アシストトルクＴabのゲインが増
大されると共に、目標減衰トルクＴdt及び目標摩擦トルクＴftのゲインが低減されるので
、運転者が左右の前輪を効率的に操舵することができるようになる。よって、指標値ＩＮ
s、ＩＮb及びＩＮdに基づいて、操舵操作が能動操作であり且つ制動操作量が増大する状
況を早期に検出し、運転者が車両を減速させつつ車両の進行方向を積極的に変更しようと
する要求を早期に且つ効果的に充足させることができる。
【００９９】
　＜Ａ－２．操舵操作が能動操作ではなく、制動操作量が増大されるか又は保持される場
合＞
　ステップ１１２において、肯定判別が行われ、ステップ１１４において、否定判別が行
われ、ステップ１２２において、肯定判別が行われる。更に、ステップ１２４において、
修正係数Ｋabが標準値Ｋabnに設定され、修正係数Ｋdtが標準値Ｋdtnよりも大きい値Ｋdt
hに設定され、修正係数Ｋftが標準値Ｋftnよりも大きい値Ｋfthに設定される。
【０１００】
　「操舵操作が能動操作ではなく、制動操作量が増大され又は保持される場合」とは、例
えば運転者が車両の進行方向を積極的に変更しようとせずに、車両を積極的に減速させよ
うとする場合である。上記修正係数の設定によれば、目標基本操舵アシストトルクＴabの
ゲインが標準のゲインに設定されると共に、目標減衰トルクＴdt及び目標摩擦トルクＴft
のゲインが増大されるので、左右の前輪は路面から受ける力によって操舵され難くなる。
よって、指標値ＩＮs、ＩＮb及びＩＮdに基づいて、操舵操作が能動操作ではなく、制動
操作量が増大し又は保持である状況を早期に検出し、運転者が車両を減速させる状況にお
いて前輪が路面からの力によって操舵されることを早期に且つ効果的に抑制することがで
きる。従って、制動による車両の減速時の走行安定性の向上を早期に且つ効果的に達成す
ることができる。
【０１０１】
　なお、車両の制動時に左右の前輪が路面から受ける力によって操舵される場合として、
左右の前輪の制動力に差がある場合、輪だちなどの路面外乱によって前輪が操舵される力
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を受ける場合などがある。上記修正係数の設定によれば、上記のような外乱によって前輪
が操舵され、ステアリングホイールが回転される現象（俗に「ハンドル取られ」と呼ばれ
る現象）を抑制することができる。よって、車両の制動時における走行安定性を向上させ
ることができる。
【０１０２】
　＜Ａ－３．上記以外の場合＞
　ステップ１１２及び１１４において、それぞれ肯定判別が行われ、ステップ１１６にお
いて、否定判別が行われる。あるいは、ステップ１１２において、肯定判別が行われ、ス
テップ１１４及び１２２において、それぞれ否定判別が行われる。更に、ステップ１１８
において、修正係数Ｋab、Ｋdt及びＫftがそれぞれ標準値Ｋabn、Ｋdtn及びＫftnに設定
される。
【０１０３】
　上記Ａ－１及びＡ－２の何れでもない場合には、目標基本操舵アシストトルクＴab、目
標減衰トルクＴdt及び目標摩擦トルクＴftのゲインを通常時のゲインに設定することがで
きる。よって、車両の制動時に各ゲインが不必要に高くなったり低くなったりすることを
防止すると共に、上記Ａ－１又はＡ－２の状況からそれらの何れでもない状況になった場
合に、速やかに通常時のゲインに戻すことができる。
【０１０４】
　例えば、操舵操作が能動操作ではない場合において、制動操作量が増大又は保持から低
減に変化する際に、制動操作の低減を早期に判定し、Ａ－２の状況において増大されてい
た修正係数Ｋdt及びＫftを速やかにそれぞれ標準値Ｋdtn及びＫftnに戻すことができる。
よって、車両が制動による減速を伴って走行している状況で湾曲路などに差し掛かり、制
動操作量の低減が開始され、制動操作量が低減される過程において操舵操作が開始される
場合に、操舵操作の開始に先立って修正係数Ｋdt及びＫftを低減することができる。よっ
て、操舵操作が開始される前に開始目標減衰トルクＴdt及び目標摩擦トルクＴftの大きさ
を低減し、操舵操作の開始当初から運転者が操舵輪の舵角を変化させ易くすることができ
る。
【０１０５】
　図１０及び図１１は、制動操作の終了時に操舵が行われる場合における修正係数Ｋdt及
びＫftの変化を、それぞれ従来の場合及び実施形態の場合について示すタイムチャートで
ある。なお、従来の場合には、制動操作量が判定基準値以上になることにより車両が制動
されていると判定され、車両が制動されていると判定されているときに修正係数Ｋdt及び
ＫftがそれぞれＫdth及びＫfthに設定される。
【０１０６】
　図１０及び図１１に示された状況では、時点ｔ1において制動操作が開始され、時点ｔ3
まで制動操作量が漸次増大され、時点ｔ3から時点ｔ4まで制動操作量が実質的に一定に保
持され、時点ｔ4から時点ｔ7まで制動操作量が漸次低減される。そして、時点ｔ4よりも
遅く時点ｔ7よりも早い時点ｔ5において操舵が開始されたとする。
【０１０７】
　図１０に示された従来の場合には、時点ｔ1よりも遅い時点ｔ2において、制動操作量が
判定基準値以上になると、制動が開始されたと判定され、時点ｔ4よりも遅く時点ｔ7より
もい早い時点ｔ6において、制動操作量が判定基準値以下になり、制動が終了されたと判
定される。よって、時点ｔ2から時点ｔ6まで車両が制動されていると判定され、修正係数
Ｋdt及びＫftがそれぞＫdth及びＫfthに設定される。
【０１０８】
　時点ｔ1において制動操作が開始されても、制動が開始されたと判定される時点ｔ2まで
、修正係数Ｋdt及びＫftはそれぞれ標準値Ｋdtn及びＫftnのままである。よって、制動開
始時に修正係数Ｋdt及びＫftをそれぞれ標準値Ｋdtn及びＫftnよりも高い値Ｋdth及びＫf
thにそれぞれ切り替えるタイミングが遅れ、前輪の舵角の変化を効果的に抑制することが
できない。また、時点ｔ5において操舵が開始されても、制動が終了したと判定される時
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点ｔ6まで、修正係数Ｋdt及びＫftは標準値Ｋdtn及びＫftnよりも高い値Ｋdth及びＫfth
に設定されたままである。よって、制動操作量が減少する状況において操舵が開始された
場合に、修正係数Ｋdt及びＫftを標準値Ｋdtn及びＫftnに戻すタイミングが遅れ、操舵操
作し易くすることに遅れが生じる。
【０１０９】
　これに対し、実施形態によれば、図１１に示されているように、制動操作が開始される
時点ｔ1から時点ｔ3まで操舵操作量が増大と判定され、時点ｔ3から時点ｔ4まで操舵操作
量が保持と判定され、時点ｔ4から時点ｔ7まで操舵操作量が低減と判定される。よって、
時点ｔ1において修正係数Ｋdt及びＫftをそれぞれ標準値Ｋdtn及びＫftnよりも高い値Ｋd
th及びＫfthにそれぞれ切り替えることができ、制動開始当初から前輪の舵角の変化を効
果的に抑制し、車両の走行安定性を効果的に向上させることができる。また、操舵が開始
される時点ｔ5よりも早い時点ｔ4において、修正係数Ｋdt及びＫftを標準値Ｋdtn及びＫf
tnに戻すことができ、操舵操作の開始時から操舵操作をし易くすることができる。
【０１１０】
　＜Ｂ．運転者により駆動操作が行われている場合＞
　＜Ｂ－１．駆動操作量が増大され、操舵操作が保舵又は中立位置保持である場合＞
　ステップ１１２において、否定判別が行われ、ステップ１２６乃至１３０において、そ
れぞれ肯定判別が行われる。更に、ステップ１２４において、修正係数Ｋabが標準値Ｋab
nに設定され、修正係数Ｋdtが標準値Ｋdtnよりも大きい値Ｋdthに設定され、修正係数Ｋf
tが標準値Ｋftnよりも大きい値Ｋfthに設定される。
【０１１１】
　「駆動操作量が増大され、操舵操作が保舵又は中立位置保持である場合」とは、例えば
運転者が車両の旋回状態又は直進状態を維持しつつ、車両を積極的に加速させようとする
場合である。上記修正係数の設定によれば、目標基本操舵アシストトルクＴabのゲインが
標準のゲインに設定されると共に、目標減衰トルクＴdt及び目標摩擦トルクＴftのゲイン
が増大されるので、左右の前輪が路面から受ける力によって操舵され難くなる。よって、
指標値ＩＮs、ＩＮb及びＩＮdに基づいて、駆動操作量が増大し、操舵操作が保舵又は中
立位置保持である状況を早期に検出し、運転者が車両を加速させる状況において前輪が路
面からの力によって操舵されることを早期に且つ効果的に抑制することができる。従って
、車両の加速時の走行安定性の向上を早期に且つ効果的に達成することができる。
【０１１２】
　なお、車両の加速時に左右の前輪が路面から受ける力によって操舵される場合として、
左右の前輪の駆動力に差がある場合、輪だちなどの路面外乱によって前輪が操舵される力
を受ける場合などがある。上記修正係数の設定によれば、上記Ａ－２の場合と同様に、上
記のような外乱によって前輪が操舵されることを抑制することができるので、車両を安定
して加速させることができる。
【０１１３】
　＜Ｂ－２．駆動操作量が増大され、操舵操作が受動である場合＞
　ステップ１１２において、否定判別が行われ、ステップ１２６及び１２８において、そ
れぞれ肯定判別が行われる。ステップ１３０において、否定判別が行われ、ステップ１３
２において、肯定判別が行われる。更に、ステップ１３４において、修正係数Ｋab及びＫ
dtがそれぞれ標準値Ｋabn及びＫdtnに設定され、修正係数Ｋftが標準値Ｋftnよりも小さ
い値Ｋftlに設定される。
【０１１４】
　「駆動操作量が増大され、操舵操作が受動である場合」とは、例えば運転者がステアリ
ングホイール２０の回転を許容しつつ、車両を積極的に加速させようとする場合である。
上記修正係数の設定によれば、目標基本操舵アシストトルクＴab及び目標減衰トルクＴdt
のゲインがそれぞれ標準のゲインに設定されると共に、目標摩擦トルクＴftのゲインが低
減されるので、ステアリングホイール２０が中立位置へ戻り易くなる。よって、指標値Ｉ
Ｎs、ＩＮb及びＩＮdに基づいて、駆動操作量が増大し、操舵操作が受動である状況を早
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期に検出し、運転者が車両を加速させる状況において運転者の戻し操舵を要することなく
ステアリングホイール２０が中立位置へ効率的に戻る状況を早期に且つ効果的に達成する
ことができる。従って、車両の加速時に運転者がステアリングホイール２０を中立位置へ
戻す操舵を行う煩わしさを感じる虞を低減することができる。
【０１１５】
　＜Ｂ－３．上記以外の場合＞
　　ステップ１１２において、否定判別が行われ、ステップ１２６及び１２８の何れかに
おいて、否定判別が行われる。あるいは、ステップ１１２において、否定判別が行われ、
ステップ１２６及び１２８において、それぞれ肯定判別が行われ、ステップ１３０及び１
３２において、それぞれ否定判別が行われる。更に、ステップ１１８において、修正係数
Ｋab、Ｋdt及びＫftがそれぞれ標準値Ｋabn、Ｋdtn及びＫftnに設定される。
【０１１６】
　上記Ｂ－１及びＢ－２の何れでもない場合には、目標基本操舵アシストトルクＴab、目
標減衰トルクＴdt及び目標摩擦トルクＴftのゲインを通常時のゲインに設定することがで
きる。よって、車両の駆動時に各ゲインが不必要に高くなったり低くなったりすることを
防止すると共に、上記Ｂ－１及びＢ－２の状況からそれらの何れでもない状況になった場
合に、速やかに通常時のゲインに戻すことができる。
【０１１７】
　以上の説明より解るように、上述の実施形態によれば、操舵の能動・受動指標値ＩＮs
は、上記式（１）に従って、操舵角速度θdと操舵トルクＴとの積と、操舵角θと操舵ト
ルクＴの時間微分値Ｔdとの積との和として演算される。従って、指標値が操舵角速度θd
と操舵トルクＴとの積又は操舵角θと操舵トルクＴの時間微分値Ｔdとの積である場合に
比して、操舵操作が能動的な操舵操作、受動的な操舵操作、保舵又は中立位置保持の何れ
であるかを早期に且つ正確に判定することができる。
【０１１８】
　また、制動の操作量増減指標値ＩＮbは、上記式（２）に従って、踏み込みストローク
Ｓbpの時間微分値Ｓbpdと踏力Ｆbpとの積と、踏み込みストロークＳbpと踏力Ｆbpの時間
微分値Ｆbpdとの積との和として演算される。従って、指標値が踏み込みストロークＳbp
の時間微分値Ｓbpdと踏力Ｆbpとの積又は踏み込みストロークＳbpと踏力Ｆbpの時間微分
値Ｆbpdとの積である場合に比して、制動操作が操作量増大、操作量低減、操作量保持又
は非制動位置保持の何れの操作であるかを早期に且つ正確に判定することができる。
【０１１９】
　更に、駆動の操作量増減指標値ＩＮdは、上記式（３）に従って、アクセル開度Ａccの
時間微分値Ａccdと踏力Ｆapとの積と、アクセル開度Ａccと踏力Ｆapの時間微分値Ｆapdと
の積との和として演算される。従って、指標値がアクセル開度Ａccの時間微分値Ａccdと
踏力Ｆapとの積又はアクセル開度Ａccと踏力Ｆapの時間微分値Ｆapdとの積である場合に
比して、駆動操作が操作量増大、操作量低減、操作量保持又は非駆動位置保持の何れの操
作であるかを早期に且つ正確に判定することができる。
【０１２０】
　以上においては、本発明を特定の実施形態について詳細に説明したが、本発明は上述の
実施形態に限定されるものではなく、本発明の範囲内にて他の種々の実施形態が可能であ
ることは当業者にとって明らかであろう。
【０１２１】
　例えば、上述の実施形態においては、制駆動操作が操作量増大操作、操作量低減操作及
び保持の何れであるかの判定は、前記ペダルの移動量の変化速度と前記ペダルに与えられ
る操作力との積及び前記ペダルの移動量と前記ペダルに与えられる操作力の微分値との積
の和に基づいて行われる。しかし、制駆動操作の判定は、ペダルの移動量の変化速度及び
ペダルに与えられる操作力の微分値の一方により行われてもよく、ペダルの移動量の変化
速度及びペダルに与えられる操作力の微分値の両者により行われてもよい。特に、後者の
場合には、ペダルの移動量の変化速度及びペダルに与えられる操作力の微分値の両者が正
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ある場合に、制駆動操作が操作量低減操作であると判定されてよい。更に、上記両者が０
である場合及び上記両者の一方が正の値で他方が負の値である場合に、制駆動操作が保持
であると判定されてよい。
【０１２２】
　また、上述の実施形態においては、ステップ８０において操舵の能動・受動指標値ＩＮ
sが演算されステップ９０において制動の操作量増減指標値ＩＮbが演算され、ステップ１
００において駆動の操作量増減指標値ＩＮdが演算される。そして、車両の制動時には、
ステップ１１２～１２４において、指標値ＩＮs及びＩＮbに基づいて修正係数Ｋab、Ｋdt
及びＫftが可変設定される。車両の駆動時には、ステップ１２４～１３４において、指標
値ＩＮs及びＩＮdに基づいて修正係数Ｋab、Ｋdt及びＫftが可変設定される。しかし、指
標値ＩＮb及びＩＮdの一方の演算が省略され、省略された指標値に基づく修正係数の可変
設定が省略されてもよい。
【０１２３】
　また、上述の実施形態においては、目標操舵アシストトルクＴatは、それぞれ修正係数
Ｋab、Ｋdt及びＫftと目標基本操舵アシストトルクＴab、目標減衰トルクＴdt及び目標摩
擦トルクＴftとの積の和として演算される。しかし、目標操舵アシストトルクＴatは、他
の制御成分、例えばステアリングホイール２０を中立位置へ戻すための戻しトルク、操舵
系の慣性を補償するための慣性補償トルク及び他のトルクの何れかを含んでいてもよい。
【０１２４】
　更に、上述の実施形態においては、上記Ａ－２の場合には、修正係数Ｋab、Ｋdt及びＫ
ftは、それぞれ標準値よりも大きい値Ｋabh、Ｋdth及びＫfthに設定される。上記Ａ－１
の場合には、修正係数Ｋdt及びＫftは、それぞれ標準値よりも大きい小さい値Ｋdtl及び
Ｋftlに設定されるようになっている。しかし、修正係数Ｋab、Ｋdt及びＫftは、例えば
対応するＩＮbなどの指標値の大きさ及び車速などの車両の走行パラメータに基づいて、
二段階以上に増大又は低減されるよう修正されてもよい。
【符号の説明】
【０１２５】
　１０…電動パワーステアリング装置、１２…車両、１４…パワーステアリングユニット
、１６…パワーステアリング制御装置、１８…操舵装置、２０…ステアリングホイール、
４２Ｌ，４２Ｒ…前輪、４８…操舵角センサ、５０…トルクセンサ、５２…制動装置、５
８…ブレーキペダル、６４…踏力センサ、６６…ストロークセンサ、７０…エンジン制動
装置、７２…アクセルペダル、７４…アクセル開度センサ、７６…踏力センサ

 



(22) JP 2016-215864 A 2016.12.22

【図１】 【図２】

【図３】 【図４】



(23) JP 2016-215864 A 2016.12.22

【図５】 【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】



(24) JP 2016-215864 A 2016.12.22

【図１１】



(25) JP 2016-215864 A 2016.12.22

フロントページの続き

(72)発明者  小城　隆博
            愛知県豊田市トヨタ町１番地　トヨタ自動車株式会社内
(72)発明者  上山　真生
            愛知県豊田市トヨタ町１番地　トヨタ自動車株式会社内
Ｆターム(参考) 3D232 CC04  CC08  DA03  DA09  DA15  DA23  DA92  DA93  DC03  DC08 
　　　　 　　        DC12  DC22  DC33  DC34  DD01  DD02  DD06  DE06  EB11  EC22 
　　　　 　　        FF01  FF07  GG01 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

